
   
 
 
 
 

 
 
   
 
   Background 

China’s State Administration of Taxation (SAT) issued the circular 
Guoshuifa [2009] No. 2 - “Implementation Measures of Special Tax 
Adjustments (Provisional)” (Circular 2) in early 2009, stipulating the 
detail requirements for the preparation of transfer pricing 
contemporaneous documentation (TP documentation) for the first time. 
Since then, the administration of TP documentation has always been a 
focus of the SAT. By reviewing the TP documentations collected from 
taxpayers, the SAT intends to establish a foundation for other types of 
anti-avoidance practices. 

As the deadline for the preparation of 2010 TP documentation passed, 
the tax authorities have started the collection and review of 2010 TP 
documentation reports from tax payers. The following sections set out 
our observations on the recent developments regarding tax authorities’ 
collection and review efforts of the TP documentation reports.   

Tax authorities’ recent practices on TP documentation review 

 

 

背景 

非居住者企業の持分譲渡取引に関する租税回避防止業務は税務機関が近頃取り組

む重点業務の一つとなっている。その内、非居住者企業による中国居住者企業持分

の間接譲渡取引に「実質主義」を適用すべきか否か、および関連者間の譲渡価格が

独立企業間原則に一致するか否かは税務機関が注目する二つのポイントである。 

非居住者企業による中国居住者企業持分の間接譲渡取引に「実質主義」

を適用する 

関連する主な税務法規 

企業所得税法第四十七条の規定によると、企業が合理的な商業目的を持たないその

他の取引を実施し、納税すべき収入あるいは所得額を減少させた場合、税務機関は

合理的な方法を用いて調整を行う権限を有する。いわゆる、一般租税回避防止条項

である。2009 年の年初に、国家税務総局が公布した《特別納税調整実施弁法（試

行）》（国税発〔2009〕2号、以下「2号文」と略す）では、税務機関は租税回避の意図が

ある企業に対して一般租税回避防止調査を実施できることを更に明確にした。即ち、

税務機関は、企業の経済的な実質に従い、租税回避計画の性質を改めて判定し、企

業が租税回避計画から得た租税利益を取り消すことができる。また、経済的な実質の

ない、特にタックスヘイブンに設立され、その関連者あるいは非関連者の租税回避を

もたらす企業については、税務上、当該企業の存在を否定することができる。 

2009 年末に、国家税務総局が公布した《国家税務総局の非居住者企業の持分譲渡

所得に対する企業所得税管理の強化に関する通知》（国税函〔2009〕698 号、以下

「698 号文」と略す）によると、「組織形態等の濫用により間接的に中国居住者企業の

持分を譲渡し、かつ合理的な商業目的を持たず、企業所得税の納税義務を回避する

企業」に対しては、「実質主義」を適用することができる。すなわち、税収回避目的で利

用されている海外の持株会社の存在を否定し、持分譲渡取引に対して課税すること
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ができる。698 号文中では更に非居住者企業の関連者への中国居住者企業の持分

譲渡に関しても規定した。その譲渡価格が独立企業間原則に一致せず、且つ納税す

べき所得額の減少につながる場合には、税務機関は合理的な方法により調整を実施

する権利があるとされている。 

税務機関による非居住者企業の持分譲渡に関する情報収集強化 

上述の法律法規の精神に則り、中国の税務機関は非居住者企業による中国居住者

企業の持分譲渡取引の税源管理に対して強化を行い、海外中間持株会社等の組織

形態の濫用による中国の企業所得税を回避する行為の取締りを行おうとする。しかし、

非居住者企業の間接持分譲渡に関する情報の適時の把握は往々にして困難である

ため、税務機関のこの種の取引に対する有効的な監督管理を妨げた。この為、698
号文では関連取引の資料提出義務を規定した。698 号文の第五項の規定によると、

譲渡される海外の持株会社の所在国（地域）の実際税負担が12.5％より低い、あるい

はその居住者の国外所得に対して「所得税を課さない」場合、持分譲渡契約締結日か

ら 30 日以内に、中国の税務機関に対して 6 種類の説明資料を提出しなければならな

い。従って、タックスヘイブンあるいは、そのキャピタル・ゲンに対して課税をしない国

家や地域に設立される企業の間接持分譲渡取引に対する税務機関の注目が高まっ

ていると言える。 

また、非居住者企業の間接持分譲渡に関する情報をより良く把握するため、2012 年

1 月 1 日より、国家税務総局および国家工商行政管理総局は情報共有のプラットフォ

ームおよび情報交換の仕組みを構築し、持分変更登記に関する情報共有を進めた。

省および省以下の各級国家税務局、地方税務局はそれぞれに同級の工商行政管理

局（市場監督管理局、以下同じ）と協議し、情報の交換を行う。また、省や市によって

は具体的な部門間の情報共有メカニズムを相ついで打ち出したことも注目すべきであ

る。例として、安徽省国家税務局と省商務庁との間で、企業持分譲渡管理の共同体

制を作り出したことが挙げられる、具体的には、各級の商務部門が企業の海外持株

会社の変更による持分変更を認可した後、適時に同級の国税部門に関連の承認文

書を転送する。これにより、省の国税部門は適時に非居住者企業の持分譲渡に関す

る完全な情報を把握でき、関連者間持分譲渡取引に関わる非居住者の所得税問題

への調査を展開することができる。また、KPMG の経験上、税務機関が様々な方法を

通じて、積極的に居住者企業の持分譲渡の情報を収集しようとしている。江蘇省启東

市で先日決着した非居住者企業の間接持分譲渡案件もその一例である。所轄税務

局が企業の海外親会社（上場企業）の監査報告書を確認したところ、持分譲渡される

企業が間接的に江蘇省启東市の居住者企業 2 社の持分を 100％所有していることが

判明し、即座調査を展開した。結果、企業が税額 2.99 億人民元を追納した。 

組織形態の濫用および合理的な商業目的を有しないことに対する認定 

非居住者企業による中国居住者企業持分の間接譲渡取引に「実質主義」を適用すべ

きか否かに関するポイントは、当該取引に合理的な商業目的があることを証明できる

か否かである。企業所得税法実施条例の関連規定によれば、合理的な商業目的を持

たないことの定義とは、納税額の減少、免除あるいは延滞を主要目的とするものであ

る。KPMG の経験上、税務局は通常持分譲渡される企業の事業活動、資産、人員等

の面から評価を行う。持分譲渡される非居住者企業が中国居住者企業の持分以外に、

その他の資産、人員を持たず、あるいは実質的な経営活動に従事しない場合は、税

務機関に組織形態の濫用あるいは商業目的を持たないと認定される可能性が高い。 

実務上、税務機関は結果から持株譲渡取引の目的を推定する可能性がある。即ち、

納税すべき税額の減少という結果から、非居住者の間接持分譲渡取引は「合理的な

商業目的を持たない」と認定することである。このような状況のもとでは、企業による

取引が合理的な商業目的を持つことに関する立証は、往々にして困難である。企業

が「合理的な商業目的」を説明する時には、慎重に説明内容を検討し、且つ有力な証

明資料を提供しなければならない。 

組織形態等の濫用により間接的に中国居住者企業の持分を譲渡し、且つ合理的な商

業目的を持たず、企業所得税の納税義務を回避しているか否かの判断は、主管税務

機関によるものではない。主管税務機関より各上級税務機関を経て、最終的に国家

税務総局に報告される。国家税務総局の最終審議の結果が経済の実質により当該

持分譲渡取引の性質を改めて判定可能となれば、初めて税収回避目的で利用されて

いる海外の持株会社の存在を否定することができる。 
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関連者間持分譲渡取引の公正市場価格の確定 

企業所得税法の規定によると、持分譲渡が 59 号文に定められている特殊税務処理

の条件にそぐわない場合は、独立企業間原則に一致する公正市場価格で譲渡される

べきである。かねてから、関連者間持分譲渡取引の公正市場価格の評価が税務機関

にとって、重要な課題の一つである。実務上、関連者間の持分譲渡では、簿価がよく

使用されるが、このような価格設定方法は税務機関が認めない傾向がある。 

現在、税務局が認可している価格評価の方法には主に三種類ある。インカム・アプロ

ーチ、コスト・アプローチおよびマーケット・アプローチである。実務上、税務機関は一

種類以上の評価方法を用いて、総合的に公正市場価格を評価する可能性がある。実

際の案件において、最も合理的な評価方法として、どの方法を使用するかは、往々に

して企業と税務機関の争点となる。 

KPMG の所見 

最近、全国各地の税務機関が公表した租税回避防止の案件から見て、非居住者企

業による中国居住者企業持分の間接譲渡取引に対する税務機関の注目が高まって

おり、且つ、税務機関がこの種の取引に関する情報収集に力を入れていることがわか

る。KPMGが入手した情報によると、いくつかの地方税務機関がすでに他の関連部門

と共同で、非居住者の持分譲渡取引に関わった企業リストをまとめ、現在、調査対象

の絞込みおよびこのための情報収集を行っている。したがって、近年（特に 2008 年以

降）持分譲渡取引に関わった企業が税務リスクを早急に検証することをお勧めする。 

また、最近の非居住者企業の間接持分譲渡に関する租税回避防止案件が及ぶ業界

から見ると、不動産業界が税務機関が注目する重点業界であることがわかる。近年、

中国不動産業界が飛躍的な発展を遂げ、不動産企業の株式プレミアムが比較的高い

ため、不動産業界の関連者間持分譲渡取引価格は税務機関が最も注目する分野と

なっている。 

698 号文の規定に従い、資料の提出義務がある企業は、規定の期限内に要求される

資料を税務機関に提出することをお勧めする。また、提出資料において、698 号文の

要求に従い、持分譲渡取引背景、組織形態の商業目的、および関連する企業の状況

等に対して焦点を合わせた説明を行うと共に、必要に応じて、税務機関と十分な意思

疎通を図ることによって、税務機関に問題視され、しいては調査に展開するリスクを低

減させる必要がある。 

現行の税務規定によると、一旦、国家税務総局が非居住者企業の間接持分譲渡取

引に対して、一般租税回避調査を立件すると確定した場合には、関連取引に対して企

業所得税の追徴を行う以外に、相応の延滞金が発生する可能性もある。現行の税収

徴収管理法およびその他の関連税務法規では、各税務機関の延滞金の起算日に対

する解釈が異なるため、企業は延滞金に関して税務機関と交渉する必要がある。。 

税務機関が非居住者企業による中国居住者企業持分の間接譲渡取引に対する調査

を強化することに鑑みて、、対象となる企業は、この種の案件において、税務機関がよ

く使われる技術的根拠、特に調整方法を事前に把握することが重要である。また、今

後予定されている、あるいは現在進行中の持分譲渡取引に対し、企業は適時に専門

的なアドバイスを求め、合理的、かつ有効的な譲渡戦略および持分譲渡価値の評価

方法を制定すべきである。KPMG の経験上、価値評価方法の選択、パラメーターおよ

び変数の合理性ならびにデータと報告書の完成度が税務機関が評価の結果を受け

入れるか否かの要点である。この他、条件が許す限り、取引の本質に基づき、一種類

以上の評価方法を用いて、譲渡対象となる持分の価値を繰り返して検証し、調整を行

うことをお勧めする。多様な評価法を用いることにより、より客観的で且つ公正的に、

評価される持分の公正市場価格が独立企業間原則に一致することを立証できるため、

税務機関に比較的受け入れられやすくなる。 
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